
別紙様式

重要事項説明書

記入年月日 令和 6年 7月 1日

記入者名 稲葉 孝典
所属・職名 介護付き高齢者向け住宅えみあす二木成・施設長

※ サー ビス付き高齢者 向け住宅の登録 を受 けてい る有料老人ホームについては、「登録
申請書の添付書類等の参考 とす る様式について (平成 23年 10月 7日 付 け厚生労働省老

健局高齢者支援課長 。国土交通省住宅局安心居住推進課長事務連絡 )」 の別紙 4の 記載内

容 を合わせて記載 して差 し支えあ りません。その場合、以下の 1か ら 3ま で及び 6の 内

容 については、別紙 4の 記載内容で説明 されているものとみな し、欄 自体 を削除 して差

し支えあ りません。

1.事業主体概要

2.有料老人ホーム事業の概要
(住まいの概要)

名称 (ふ りがな)かぃごっきこうれいしゃむけじゅうたくえみあすにきなり

介護付き高齢者向け住宅えみあす二木成

1

種類 個人ノて≧△⊃
※法人の場合、その種類 株式会社

名称 (ふ りがな)かぶしきがいしゃ せきしょうらいふさぽ―と

株式会社 セキショウライフサポー ト

主たる事務所の所在地 〒30許8512 茨城県筑西市二木成 827

連絡先 電話番号 0296-25-3220

FAX番号 0296-25-0269

ホームページアドレス https:〃sekisho‐ ls,co.jp

代表者 氏 名 葉  章二

職 名 代表取締役

設立年月日 日召不日 ・ 24年 10月 1日

主な実施事業 ※別添 1(別に実施する介護サービスー覧表)



所在地 〒308-0841

茨城県筑西市二木成 827

主な利用交通手段 最寄駅 」R下館駅

交通手段と所要時間
。タクシー約 3分

・徒歩約 15分

連絡先 電話番号 0296-25-5851

FAX番号 0296-25-5861

ホームページアドレス httpsi〃 sekisho‐ ls,co.jp

管理者 氏名 稲葉 孝典
職名 施設長

建物の竣工日 昭 和 ・働 27年 3月 31日

有料老人ホーム事業の開始日 昭 和 ・ ひ
27年 5月 1日

(類型)【表示事項】

3.建物概要

2

3

4

介護付 (一般型特定施設入居者生活介護を提供する場合 )

介護付 (外部サービス利用型特定施設入居者生活介護を提供する場合)

住宅型

健康型

1又 は 21こ

該当する場

合

介護保険事業者番号 0872700927

指定した自治体名 茨城県 (市 )

事業所の指定日 平成 27年 5月 1日

指定の更新日 (直近) 令 和 3年 5月 1日

土 地 敷地面積 1650. 58ピ

所有関係 1 事業者が自ら所有する土地
2 事業者が賃借する土地

抵当権の有無 1 あり な し

契約期間 1 あ り

(2015年 5月 1日 ～2025年 4月 30日 )

2 なし
契約の自動更新 1 あり な し
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建物 延床面積 全体 1868, 89∬

うち、老人ホーム部分 1421.68だ

耐火構造 耐火建築物

準耐火建築物

その他 (

2

3 )

構造 1 鉄筋コンクリー ト造

Э 鉄骨造

3 木造
4 その他 ( )

所有関係 1 事業者が自ら所有する建物
2 事業者が賃借する建物

抵当権の設定 1 あり な し

契約期間 1 あ り

(2015年 5月 1日 ～2025年 4月 30日 )

2 なし

契約の自動更新 1 あり な し

居室の状況

居室区分

【表示事項】

全室個室

2 相部屋あり

最少 人部屋

最大 人部屋

トイレ 浴 室 面積 戸数 。室数 区分※

タイプ 1 G 空離 有 18.83だ 6 一般居室個室

タイプ 2 骸 無 有/Q 18.84ポ 12 一般居室個室

タイプ3 G 征〔 有 19,30ポ 8 一般居室個室

タイプ 4 υ
′
無 有 19,62ピ 2 一般居室個室

タイフ
p5

征 有ね 19,75だ 2 一般居室個室

タイフ
p6

征
ヽ

有 20.Hポ 2 一般居室個室

タイプ 7 繹耕
/無

有 20.25だ 2 一般居室個室

タイプ8 有/無 有/無 ２
ｍ

タイプ9 有/無 有/無 m

タイプ 10 有/無 有/無 ２
ｍ

※「一般居室個室」「一般居室相部屋」「介護居室個室」「介護居室個室」「介護居室相部屋」「一時介護

室」の別を記入。

共用施設 共用便所における

便房
2ヶ所

うち男女別の対応が可能な便房 Oヶ 所

うち車椅子等の対応が可能な便房 2ヶ 所

共用浴室 4ヶ所
個室 4ヶ所

大浴場 Oヶ 所
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共用浴室における

介護浴槽
lヶ所

チェアー浴 ヶ所

リフト浴 lヶ 所

ス トレッチャー浴 ヶ所

その他 ( ) ヶ所

食堂 1 あり   2 なし
入居者や家族が利

用できる調理設備

あ り 2 なし

エレベーター 1 あり (車椅子対応 )

② あり (ス トレッチャー対応 )

3 あり (上記 1・ 2に該当しない)
4 なし

消防用設備

等

消火器 1 あ り 2 なし

自動火災報知設備 1 あり   2 なし
火災通報設備 あ り 2 なし
スプリンクラー

「 め
あり   2 なし

防火管理者 1 あり   2 なし

防災計画 1 あ り 2 なし

その他

4.サービスの内容
(全体の方針 )

運営に関する方針 当事業所では居住者様に対して個人の有する能力に

応 じ、自立した日常生活を営むことが出来るよう、

居住者様の実態を把握し基本サービスとして状況把

握 (安否確認)・ 生活相談・緊急時対応を行いま

す。また、地域の診療所や介護事業所と連携を図り

安心して住み続けられるようご支援いたします。

サービスの提供内容に関する特色

入浴、排せつ又は食事の介護 自ら実施  2 委託  3 なし

食事の提供 1 自ら実施 (2)委託  3 なし

洗濯、掃除等の家事の供与 ① 自ら実施  2 委託  3 なし

健康管理の供与 自ら実施  2 委託  3 なし

安否確認又は状況把握サービス 自ら実施  2 委託  3 なし

生活相談サービス 0 自ら実施  2 委託  3 なし
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(介護サービスの内容) ※特定施設入居者生活介護等の提供を行つていない場合は省略可能

(医療連携の内容)

特定施設入居者生活介護の加算

の対象 となるサービスの体制の

有無

入居継続支援加算 簿う あり 2 なし

生活機能向上連携加算 1 あり 2 な し

個別機能訓練力日算 1 あり な し

夜間看護体制加算 あり 2 なし

科学的介護推進体制加算 ∈りあり2 なし
協力医療機関連携加算 0あ り 2 なし

生産性向上推進体制加算 IⅡ ξめあり 2 なし
口腔・栄養スクリーニングカ日算 ① あり2 なし
退院・退所時連携加算 あり 2 なし

退居時情報提供加算 0あり2 なし
若年性認知症加算 1 あり〔みなし
看取り介護力日算 ① あり 2 なし

高齢者施設等感染対策向上加算 ∈)あり2 なし
新興感染症等施設療養加算 こ)あり 2 なし
認知症専門

ケア加算

1 あり 2 なし

(Ⅱ ) 1 あり (2)な し

サービス提

供体制強化

加算

(I)イ 1 あり 2 なし

(I)ロ 1 あり 2 なし

(Ⅱ ) 1 あり 2 なし

(Ⅲ ) 色9あり 2 なし
人員配置が手厚い介護サービス

の実施の有無
1 あり

(介護・看護職員の配置率)

:1

な し

医療支援

※複数選択可

救急車の手配

入退院の付き添い

通院介助

その他 (4

協力医療機関 1 名称 協和中央病院

住所 茨城県筑西市門井 1676番地 1

診療科目 脳外科、消化器科、肛門科、血管外科、内科、整形

外科、皮膚科、泌尿器科、眼科、歯科

協力内容 診療、救急↓月又
れ送等緊急対応、入院支援
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2 名称 茨城県西部メディカルセンター

住所 茨城県筑西市大塚 555番地

診療科目 内科、小児科、外科、整形外科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科・

形成外科、泌尿器科、救急科、麻酔科、その他の専門外来

協力内容 診療、救急搬送等緊急対応、入院支援

協力歯科医療機関 名称 え歯科医院

住所 茨城県下妻市江 15724

協力内容 歯科診療

入居後に居室を住み替える場合

※複数選択可

1 -時介護室へ移る場合
2 介護居室へ移る場合
3 その他 ( )

判断基準の内容

手続きの内容

追加的費用の有無 1 あり  2 なし

居室利用権の取扱い

前払金償却の調整の有無 1 あり  2 なし

従前の居室との

仕様の変更

面積の増減 1 あり  2 なし
便所の変更 1 あり  2 なし
浴室の変更 1 あり  2 なし

洗面所の変更 1 あり  2 なし

台所の変更 1 あり  2 なし
その他の変更

1 あり
(変更内容 )

2 なし

(入居後に居室を住み替える場合)※住み替えを行つていない場合は省略可能

(入居に関する要件)

入居対象となる者

【表示事項】

自立している者 1 あり Q)なし
要支援の者 CDあり  2 なし
要介護の者 CDあり  2 なし

留意事項 ※契約書参照

契約の解除の内容 ※契約書参照

事業主体から解約を求める場合
解約条項 入居契約書第 11条

解約予告期間 2ヶ 月
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入居者からの解約予告期間 30日 前

体験入居の内容 １
〔
フ

あり (内容

なし

)

入居定員 34人

その他

5.職員体制
※有料老人ホームの職員について記載すること (同一法人が運営する他の事業所の職員については記載

する必要はありません)。

(職種別の職員数)

(資格を有している介護職員の人数)※ 1名 が複数の資格を有する場合は重複表記となります。

職員数 常勤換算人数

※ 1※ 2
合計

管理者 1 0.5

生活相談員 1 1 1以上

直接処遇職員

10 10 10以上

2 2 0 2以上

機能訓練指導員 1 1 0

計画作成担当者 1 1 1

栄養士 0 0 0

調理員 0 0 0

事務員 0 0 0

その他職員 0 0 0

1週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数※2 40

※ 1 常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が
勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業者の人数に換算

した人数をいう。

※ 2 特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要。

合計

社会福祉士 0 0 0

介護福祉士 8 7 1

実務者研修修了者 3 2 1

ヘルパー2級・初任者研修修了者 4 4 0

介護支援専門員 2 2 0
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合計

看護師又は准看護師 0 0 0

理学療法士 1 0 1

作業療法士 0 0 0

言語聴覚士 0 0 0

柔道整復士 0 0 0

あん摩マッサージ指圧師 0 0 0

(資格を有している機能訓練指導員の人数)※ 1名が複数の資格を有する場合は重複表記となります。

(夜勤を行う看護日介護職員の人数)

(特定施設入居者生活介護等の提供体制 )

夜勤帯の設定時間 (22時 00分～翌 7時 00分 )

平均人数 最少時人数 (休憩者等を除く)

看護職員 0人 0人

介護職員 2人 2人

特定施設入居者生活介護の

利用者に対する看護 。介護職

員の割合

(一般型特定施設以外の場

合、本欄は省略可能)

契約上の職員配置比率※

【表示事項】

a

b

C

1.5:1以 上

2:1以 上

2.5:1以上

3:1以 上

実際の配置比率

(記入日時点での利用者数 :常勤換算職員数) 3:1以上

※広告、パンフレット等における記載内容に合致するものを選択

外部サービス利用型特定施設である有料

老人ホームの介護サービス提供体制 (外部

サービス利用型特定施設以外の場合、本欄

は省略可能 )

ホームの職員数 人

訪間介護事業所の名称

訪問看護事業所の名称

通所介護事業所の名称
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(職員の状況)※ 1名が複数の職種を有する場合は重複表記となります。

6.利用料金

(利用料金の支払い方法)

管理者

他の職務との兼務 Q♪  あり  2 なし
業務に係る資格等 あ り

2 なし

看護職員 介護職員 生活相談員 機能訓練指導員 計画作成担当者

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

前年度 1年間の

採用者数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度 1年間の

退職者数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

応 業
じ務
た に
職 従
員 事
の し
人 た
数 経
験
年
数
イこ

1年未満 0 0 0 0 0 O 0 0 0 0

1年以上

3年未満

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3年以上

5年未満

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5年以上

10年未満

0 0 2 0 0 0 0 0 0

10年以上 2 0 8 0 1 0 0 1 1 0

従業者の健康診断の実施状況 あり  2 なし

居住の権利形態

【表示事項】

1 利用権方式

建物賃貸借方式

終身建物賃貸借方式3

利用料金の支払い方式

【表示事項】

1 全額前払い方式

2 -部前払い 。一部月払い方式

3 月払い方式

4 選択方式
※該当する方式を全て選択

1 全額前払い方式
2 -部前払い 。一部月払い方式
3 月払い方式

年齢に応 じた金額設定 1 あり 2 な し

要介護状態に応じた金額設定 あり  2 なし1
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入院等による不在時における

利用料金 (月 払い)の取扱い

1

3

減額なし

日割 り計算で減額

不在期間が  日以上の場合に限り、日割り計算で減額

利用料金

の改定

条件

。事業者は利用者へ対して、 2ヶ月前までに文書で通知することに

より利用単位毎の利用料の変更を申し入れることができます。

・利用者は、利用料の変更を承諾しない場合、事業者に対し文書で

通知することによりこの契約を解除することができます。

手続き
利用者が利用料の変更を承諾する場合、事業者は新たな利用料に基

づく重要事項説明書を作成し、利用者と取り交わします。

(利用料金のプラン【代表的なプランを2例】)

プラン 1 プラン2

入居者 の状

況

要介護度 要介護 1 要介護 5

年齢 89歳 91歳

居室の状況 床面積 18. 83ゴ 18. 83だ

便所 tジ 有 2無 」 有 2無
浴室 1有 の 無 1有 の 無

台所 1有 ② 無 1有 (2)無
入居 時点 で

必要な費用

前払金 な し な し

敷金 120,000円 120,000円

月額費用の合計 ※ 30日 の場合
家賃

特定施設入居者生活介護※
1の
費用

食費 。おやつ
サ
I

ビ
ス
費
用

管理費

介護費用

光熱水費

2 その他

174,175円 183,425円

60,000円 60,000円

1割負担 20,035円 1割負担 29, 285円

61,140円 61,140円

33,000円 33,000円

な し な し

管理費に含む 管理費に含む

各種自費サービス

(任意 )

各種自費サービス

(任意)

※ 1 介護予防・地域密着型の場合を含む。
※2 有料老人ホーム事業として受領する費用 (訪問介護などの介護保険サービスに関わる介護費用
は、同一法人によって提供される介護サービスであっても、本欄には記入していない)
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費 目 算定根拠

家賃 60,000円

敷金 家賃の2ヶ 月分

介護費用 ※介護保険サービスの自己負担額は含まない。

共益費 33,000円

食費・おやつ 61,140円 (食費日額 1,986円 。おやつ 1日 1食提供 102円 )

光熱水費 共益費に含む

利用者の個別的な選択に

よるサービス利用料

別添 2

その他のサービス利用料

(利用料金の算定根拠)

(特定施設入居者生活介護に関する利用料金の算定根拠)※特定施設入居者生活介護等の提供を行つて

いない場合は省略可能

(前払金の受領)※前払金を受領していない場合は省略可能

費 目 算定根拠

特定施設入居者生活介護※に対する自己負担 基本報酬、及び前掲の加算の利用者負担分。

特定施設入居者生活介護※における人員配置が手厚い

場合の介護サービス (上乗せサービス)

※ 介護予防 。地域密着型の場合を含む。

算定根拠

想定居住期間 (償却年月数) ヶ月

償却の開始日 入居 日

想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて受

領する額 (初期償却額)
円

初期償却率 %

返還金 の

算定方法

入居後 3月 以内の契約終了

入居後 3月 を超えた契約終了

前払金 の

保全先

1 連帯保証を行う銀行等の名称
2 信託契約を行う信託会社等の名称
3 保証保険を行う保険会社の名称
4 全国有料老人ホーム協会

)5 その他 (名称 :
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7.入居者の状況 【冒頭に記した記入日現在】

(入居者の人数)

(入居者の属性)

サ
lt丹J 男性 6人

女性 28人

年齢別 65歳未満 0人

65歳以上 75歳未満 2人

75歳以上 85歳未満 2人

85歳以上 30人

要介護度別 自立 0人

要支援 1 1人

要支援 2 1人

要介護 1 10人

要介護 2 7人

要介護 3 7人

要介護 4 3人

要介護 5 5人

入居期間別 6ヶ月未満 3人

6ヶ月以上 1年未満 4人

1年以上 5年未満 15人

5年以上 10年未満 12人

10年以上 15年未満 0人

15年以上 0人

平均年齢 90歳

入居者数の合計 34人

入居率※ 100%

※ 入居者数の合計を入居定員数で除して得られた割合。一時的に不在となつている者も入居者に含

む。
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(前年度における退去者の状況)

8.苦情 D事故等に関する体制

(利用者からの苦情に対応する窓口等の状況)※複数の窓口がある場合は欄を増やして記入すること。

(サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応)

退去先別の人

数

自宅等 2人

社会福祉施設 3人

医療機関 1人

死亡者 6人

その他 0人

生前解約の状

況

施設側の申し出 0人

(解約事由の例)

入居者側の申し出 6人

(解約事由の例)在宅復帰 2名 、特別養護老人ホーム入

居 3名、医療機関 1名

窓日の名称 介護付き高齢者向け住宅えみあす二木成

電話番号 0296--25--5851

対応 している時

間

平 日 9:00-18:00

土曜 9 : 00-18 : 00

日曜・祝 日 9100-18:00

定休 日 な し

損害賠償責任保険の加入状況 あ り (その内容)損保ジャパン

受託者賠償責任保険

2 なし
介護サー ビスの提供 によ り賠償す

べき事故が発生 した ときの対応

」  あり (その内容)事故報告書等を精査

2 なし
事故対応及びその予防のための指針 」  あり   2 なし
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(利用者等の意見を把握する体制、第二者による評価の実施状況等)

9.入居希望者への事前の情報開示

10.その他

利用者アンケー ト調査、意

見箱等利用者の意見等を把

握する取組の状況

1 あり
実施 日

結果の開示 1 あり  2 なし

2 な し

第二者による評価の実施状

況

1 あり
実施 日

評価機関名称

結果の開示 1 あり  2 なし
な し

入居契約書の雛形 1 入居希望者に公開

入居希望者に交付

公開していない3

管理規程 入居希望者に公開

入居希望者に交付

公開していない

2

3

事業収支計画書 1

2

入居希望者に公開

入居希望者に交付

公開していない

財務諸表の要旨 1

2

入居希望者に公開

入居希望者に交付

公開していない

財務諸表の原本 1

2

入居希望者に公開

入居希望者に交付

公開していない

1 あ り (開催頻度)年 2回

1 代替措置あり (内容)

運営懇談会

2 なし

2 代替措置なし

2

提携ホームヘの移行

【表示事項】

あり (提携ホーム名

なし

1

1有料老人ホーム設置時の老人 あり  2 なし
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福祉法第 29条第 1項に規定

する届出

3 サービス付き高齢者向け住宅の登録を行っているため、高齢者
の居住の安定確保に関する法律第 23条の規定により、届出が不

要

高齢者の居住の安定確保に関

する法律第 5条第 1項に規定

するサービス付き高齢者向け

住宅の登録

あり  2 なし

有料老人ホーム設置運営指導

指針 「5,規模及び構造設備」

に合致しない事項

1 あり  2 なし

1 適合している (代替措置)
2 適合している (将来の改善計画)
3 適合していない

有料老人ホーム設置運営指導

指針の不適合事項

添付書類 :別添 1(別に実施する介護サービスー覧表)
別添 2(個別選択による介護サービスー覧表)

※

説明年月日 令和  年  月  日

説明者署名

※契約を前提として説明を行つた場合は、説明を受けた者の署名を求める。別添1  事業主体が
当該都道府県、指定都市、中核市内で実施する他の介護サービス

介護サービスの種類 事業所の名称 所在地

<居宅サービス>

し

り し

ハ ― シ ョン り し

り
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リ な し ・楽 フィ ン ト筑

西

・デイサー ビス

セ ンター えみあ

す二木成

・茨城県筑西市蕨 3171
・茨城県筑西市二木成 827

ハ lゴ テーション あり なし
ヒ あり なし
蜜

К あり なし

あり なし

あり なし

特定福祉 〓
厄 あ り な し

<地域密着型サービス>
口

り し

し

グルー プホーム

よつ葉

茨城県筑西市蕨 316-2

し

り し

居宅介護支援 ρ なし

セキシ ョウ居

宅介護支援事

業所

茨城県筑西市二木成 827

<居宅介護予防サービス>

り し

し

ハ モゴ テーション り し

し ・ 楽 フ ィ ッ ト筑

西

・ デ イ サ ー ビス

セ ン ター えみ あ

す 二 木 成

茨城県筑西市蕨 3171
茨城県筑西市二木成 827

ハ lゴ ― シ ョン

し

り し

り し

<地域密着型介護予防サービス>

′ し

同 グル ー プホー ム

よつ葉

茨城県筑西市蕨 3162

介護予防支援 Ю なし

セキシ ョウ居

宅介護支援事

業所

茨城県筑西市二木成 827

し

り し

<介護保険施設>
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別添 2 有料老人ホーム 臼サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービスの一覧表

勒な し

備   考

込みまたは実費。詳細は自費サー ビスー覧

介助 1320円 /回 、清拭 1320円 /1回 )
週 3回 目以降は実費 (1540円 /回 )

30分 単位で実費

参 照

週 3回 目以 降 は実

大掃 除等 日常生活 以外清掃 は 30分 単位 で実費

理髪店、美容院 よ り訪問サー ビスあ り

1日 1食 102円

30分 単位 実 費

月額料金

随 時対応

〃

〃

30分 単位で実費

30分 単位で実費

1100円

実 費

実費

実費

1100

円

1500 円
うヽ ら

1100円

1100円

1100円

1100円

1100円

一〇

〇

〇
一
〇

○

___O___

___Q___

O

○

○

①

あ り

___と で こ 】 宅 _____

0

~~~◎ ~~~~~

あり
~~~】

〔 E〉

'~~~~~②り

あ り

◎り~毬
万
~

~竜

"~
~…

6あ
~~~

あ

り

り

り

②り

り

一り

一り

あ

一あ

一あ

あ り

あ り

り

一り

棚
製
あ

一あ

個別の利用料で、
~夫

施するサービス

(利用者が全額負担)

―斜―

なし

なし

_′ぶ○ _
なし

な し

な し

な し

な し

な し

なくと〉

藝
=

な し

なし
~0~

~~~~覆

>~~~~

施

で

利

だ
費

く

特
護
ス

ケド
ビ
1)

あ り

りし

a
し

し

し

②?___

な し

∂りな し

3号
:::::

り

し

し

し

あ り

な し

it:;十

一子一――一―
砂

【 ab―

―

し

し 靱

な し

な し

一綻一
~Ю ~~

~~な
お
~~

りあ

り

あ

あ

り

り

のの

健 康 管 理 サ ー ビ ス

入浴 (一般浴)介助・清拭

身辺介助 (移 動・着替 え等 )

おむつ代

機能訓練

通院介助

(機械浴 )

む つ排泄介助

食 事介助

入居者の嗜好に応 じた特別 な食事

理美容師による理美容サー ビス

金銭・貯金管理

濯の日

換ン

き手

つ

買い物代

下

払 い

居室配膳・

役 所

居室清掃

生活指導・栄養指導

相 談健

ムの記録 (りF便・

定期健康診断

睡眠等 )

服薬支援
生活 リズ

。買い物

― ビ ス

スの

行入 退院時 の同

入 いの 見

一換
一問

一交
一訪

入院中の洗濯物

― ビス

※ 1:利 用者 の所 得 等 に応 じて負 が わ る 又 は 2 の 用 者 負 担 )。
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※ 2:「 あ り」 を記入 した ときは、各種 サー ビスの費用が、月額 のサー ビス費用 に包含 され る場合 と、サー ビス利用の都度払 いによる場合 に応 じて、いずれ かの欄 にoを 記入す る。
※ 3:都 度払いの場合、 1回 あた りの金額 な ど、単位 を明確 に して記入す る。

有料老人ホームの表示事項

入居時の要件 (右 のいずれか

を表示 )

入居時 自立 入居時において 自立である方が対象です。

入居時要介護 入居時において要介護認定 を受 けている方 (要 支援認 定 を受 けている方 を除 く)が

対象です。

入居時において要支援認定又は要介護認定 を受けている方が対象です。

示    事    項 明説の表

建物賃貸借契約及び終身建物賃貸借契約以外の契約の形態で、居住部分 と介護や生

活支援等のサー ビス部分の契約が一体 とな つているものです。

賃貸住宅における居住の契約形態であ り、居住部分 と介護等のサー ビス部分の契約

が別々にな つているものです。入居者の死亡 をもって契約 を終 了す るとい う内容は

有効 にな りません。

建物賃貸借契約の特別な類型で、都道府 県知事か ら高齢者の居住の安定確保に関す

る法律の規定に基づ く終身建物賃貸借事業の認可 を受 けた ものです。入居者の死亡

をもつて契約 を終 了す るとい う内容が有効です。

終身にわた って受領 す る家賃又 はサー ビス費用の全部 を前 払金 と して一括 して受

領す る方式

終身にわたつて受領する家賃又はサー ビス費用の一部を前払いとして一括受領 し、

その他は月払いする方式

前払金を受領せず、家賃又はサービス費用を月払いずる方式

入居者によ り、全額前払い方式、一部前払い・一部月払い方式、月払い方式のいず

れかを選択できます。 どの方式を選択できるのか を併せて明示す る必要があ りま

す。

終身建物賃貸借方式

建物賃貸借方式

利用権方式

一部前払 い・一部 月払 い方式

全額前払い方式

月払 い方式

選択方式

項事一不表

居住の権利形態 (右 のいずれか

を表示)

利用料の支払い方式

(注 刊・注 2)

入居時要支援・要介護
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入居時 自立・要支援・要介護 自立である方も要支援認定・要介護認定を受けている方も入居できます。

介護が必要 となつた場合、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活介護

サー ビスを利用することができます。介護サー ビスは有料老人ホームの職員が提供

します。 (注 3)

介護が必要 となった場合、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活介護

サー ビスを利用することができます。有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成

等を実施 し、介護サー ビスは委託先の介護サー ビス事業所が提供 します。 (注 3)

介護が必要 となつた場合、介護保険の在宅サー ビス を利用す るホームです。

介護が必要 とな つた場合 に介護サ ー ビス を利用す るための一般居室 又 は介護居室

が、すべて個室であるホームです。 (注 5)

介護居室はすべてが個室 ではな く、相部屋 となる場合が あるホーム をいいます。

※※県 (市 )指 定介護保険特定施

日又

(一 般型特定施設 )

※※県指定介護保険特定施設

(外 部 サ ー ビス 利 用 型 特 定 施

設 )

在宅サー ビス利用可

相部屋 あ り (※ 人部屋 ～※人部

屋 )

全室個室

介護保険 (※ ※に都道府県名

を入れて表示 )

居室区分 (右 のいずれか

を表示。※には 1～ 4の 数値

を表示)(注 4)

一般型特定施設である有料老人

ホームの介護にかかわる職員体

制 (右 のいずれかを表示 )(注 6)

1 5:1以 上

2:1以 上

2.5:1以 上

現在及び将来にわた つて要介護者 3人 に対 して職 員 2人 (要 介護者 1 5人 に対 し

て職員 刊人 )以 上の割合 (年 度 ごとの平均値 )で 職員が介護 に当た ります。これ は

介護保険の特定施設入居者生活介護の基準の 2倍 以上の人数 です。

現在及び将来にわた って要介護者 2人 に対 して職員 1人 以上の割合 (年 度 ごとの平

均値 )で 職員が介護 に当た ります。これ は介護保険の特定施設入居者生活介護の基

準の 1 5倍 以上の人数です。

現在及び将来にわたつて要介護者 5人 に対 して職員 2人 (要 介護者 2.5人 に対 し

て職員 1人 )以 上の割合 (年 度 ごとの平均値 )で 職員が介護に当た ります。これは

介護保険の特定施設入居者生活介護で、手厚い職員体制であるとして保険外に別途

費用を受領できる場合の基準以上の人数です。
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3:1以 上 現在及び将来にわたって要介護者 3人 に対 して職員 1人 以上の割合 (年 度 ごとの平

均値 )で 職員が介護に当た ります。介護保険の特定施設入居者生活介護のサー ビス

を提供するために少な くとも満たさなければな らない基準以上の人数です。

注 1) 老人福祉法の改正 を受 けて、従来は「一時金」「一時金方式」 と記載 していた項 目については 「前払金」「前払 い方式」 と修正 していますが、当面の

間、広告 、パ ンフ レッ ト等において「一時金」「一時金方式」 とい う表現 を使用す ることも可能です。なお、「前払金」については、家賃又はサー ビス

費用の前払いによ つて構成 され るものであることか ら、その実態 を適切 に表現す る名称 と して、広告、パ ンフ レッ ト等の更新の機会 に応 じて、順次 、

「前払金」 とい う名称 に切 り替 えるよ うにす ることが望ま しいもの と考 えます。

注 2)「 前払金方式 (従 来の一時金方式 )」 については、「家賃又はサー ビス費用の全額 を前払 いす ること」 と、「家賃又はサー ビス費用の一部 を前払 い し、一

部 を月払 いす ること」では、支払方法 に大 きな違 いが あることか ら、前者 を「全額前払 い方式」 と し、後者 を「一部前払 い・一部月払 い方式」 と して

います。当面の間、広告 、パ ンフ レッ ト等において、従来 どお り「一時金方式」 とい う表現 を使用す る ことも可能ですが、その場合であっても、入居

希望者・入居者への説明にあつては、家賃又はサー ビス費用の全額 を前払いする方式なのか、一部 を前払 いす る方式なのか を、T寧 に説明す ることが

望ま しいもの と考 えます。

注 3) 入居者が希望すれ ば、当該有料老人ホームの特定施設入居者生活介護サー ビスに代えて、訪問介護等の介護サー ビス を利用す ることが可能です。

注 4) 一般居室 はすべ て個室 とな つています。 この表示事項 は介護居室 (介 護 を受 けるための専用の室 )が 1固 室か相部屋かの区分です。従 つて、介護居室

を特に設 けず 、一般居室 において介護サー ビス を提供す る有料老人ホームにあつては、「個室介護」 と表示す ることにな ります。
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有料老人ホームの職 員が安否確認や計画作成等 を実施 し、介護サー ビスは委託先の

介護サー ビス事業所が提供 します。

介護が必要 とな つた場合、提携ホーム (同 一設置者の有料老人ホーム を含む )に 住

み替えて特定施設入居者生活介護 を利用す ることができます。 (注 8)

有料老人ホームの職 員※人

委託 先で ある介護サー ビス事業

所

訪間介護   ※※※※※※

訪間看護   ※※※※※※

通所介護   ※※※※※※

提 携 ホ ー ム 利 用 可 (※ ※ ※ ホ ー

ム )

外部サー ビス利用型特定施設 で

ある有料老人ホームの介護サ ー

ビス 提 供 体 制 (※ に職 員 数 、

※※※※※ に介護 サー ビス事業

所の名称 を入れて表示 )(注 7)

その他 (右 に該 当す る場合に

のみ表示。※※※に提携先の

有料老人ホームを入れ て表示 )



注 5)個 室 とは、建築基準法第 30条 の「界壁」によ り隔て られたものに限る ことと していますので、一の居室 をふすま、可動式の壁 、収納家具等 によって

複数の空間 に区分 した ものは個室ではあ りません。

注 6) 介護 にかかわ る職 員体制 は、当該有料老人ホームが現在及び将来にわた つて提供 しよ うと想定 している水準 を表示す るものです。従 つて、例 えば、

現在 は要介護者が少な く 1.5:1以 上 を満たす場合であ つても、要介護者が増えた場合に 25:1程 度以上の介護サー ビス を想定 している場合 にあって

は、2.511以 上の表示 を行 うことにな ります。なお職 員体制の算定方法 については、「指定居宅サー ビス等の事業の人員、設備及び運営 に関す る基準」

第 175条 第 1項第 2号 イ及び同第 2項 の規定によ りまず。なお、「 1.5:1」 、「 2:1」 又は「25:1」 の表示 を行 お うとす る有料老人ホームについて

は、年度 ごとに職 員の割合 を算定 し、表示 と実態の乖離がないか 自ら検証す るとともに、入居者等 に対 して算定結果及びその算定方法 について説明す

ることが必要です。

注 7) 訪問介護、訪問看護及 び通所介護 以外のサー ビスについて、委託先のサー ビス事業所がある場合 には、サー ビス区分及びサー ビス事業所の名称 を表

示す ることが必要 です。

注 8)提 携ホームには、介護老人保健施設 、病院、診療所、特別養護老人ホーム等 は含まれ ません。
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